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高齢社会においては，買い物や通院などの基礎的な日常生活に支障をきたす人の増加が懸念される．こ

のため，日常生活を支援するためのサービスの充実が今後は重要となるが，高齢になると心身機能の個人

差が大きくなるため，どのようなサービスが有効かは個人によって異なる．そこで本研究では，人々の外

出を前提とするサービスと供給者が人々を訪問するサービスに着目し，どのような心身機能の個人がどの

サービスをどれだけ利用するのかを潜在要因を考慮した離散選択モデルを用いて明らかにするとともに，

その結果を踏まえて地域にとって望ましいサービスの組み合わせを導出する． 
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1. はじめに 

 

従来，高齢者は自立的に日常生活を送ることが困難で

あっても，自身の子供など同居している家族による助力

や近所との相互扶助によってある程度の助力が得られ，

日常生活に支障が生じることは多くはなかったと考えら

れる．しかし，過疎地域や地方においては，若年層の地

域外への流出が進行しており，高齢者を支える人々が減

少している．このため，高齢者一人ひとりの健康を維

持・増進すると同時に，高齢者が一人で自立して生活で

きる環境づくりを推進していくことが，今後ますます重

要になる． 

一般に人々が高齢になると，心身機能が低下する．し

かし，低下の程度は人によって様々である．すなわち，

若年層とほぼ同様の機能を保持する人や，移動や外出に

困難を覚える人，他人の支援なしには生活できない人な

ど，個々人の心身機能の水準は多様である．このことは，

高齢者を「高齢者」と一括してその平均像を想定し，生

活を支援するサービスを計画・導入することが必ずしも

適切ではないことを示唆している． 

特に，公共交通サービスのように外出を支援する形の

サービスの必要性が昨今再認識されているが，そのサー

ビスで生活を営めるのは外出するための十分な心身機能

をもった人のみであり，それ以下の機能しかない人に対

しては何ら貢献しない．そのような人にとってはむしろ，

サービスの供給者が自宅の近くに訪問し，そこでサービ

スを提供する形態が必要である．また，外出に十分な心

身機能はあっても，日々の体調は必ずしも一定ではない

ことを考えれば,外出を支援するサービスだけあるより

は訪問によるサービスが併用できる環境の方が望ましい

こともあろう． 

そこで本研究では，基礎的な日常生活の活動である買

い物を対象とし，それを支援するための二つのサービス

の形態，すなわち，外出を支援するサービスと訪問によ

るサービスを取り上げるとともに，心身機能の水準に応

じてそれらのサービスがどれだけ選択されるのかを定量

的に分析する．具体的には，心身機能を潜在要因とした

離散選択モデルを用いてサービスの選択要因を明らかに

するとともに，その結果を踏まえて地域にとって望まし

いサービスを検討する． 

 

2. 本研究における基本的な考え方  

 

(1) 既存の研究 

人々の買い物や通院といった基礎的な生活機能の確保

に関する研究は，様々な角度から研究されている．谷本

ら 1)は，高齢者の態様として身体能力と家族構成に着目

し，どのような態様にある人がどの生活支援サービスを

必要とするかを把握する方法論を検討している．しかし，

高齢者の態様に応じて望ましい生活支援サービスを所与

としているため，その点の検証が課題となっている． 

全ら 2)は，日常の外出に身体的な困難を伴う移動制約



 

 2 

者が増加する高齢社会では，移動制約者にサービスを行

う STS（リフト付き車両やドア・ツー・ドアサービス）

の十分な供給が必要であるとし，アンケート調査結果を

用いて，高齢者を年齢別や身体機能別にグループ分けし

た各々の外出実態を分析し，STS が必要と考えられるグ

ループを明らかにした．しかし，生活支援サービスその

ものの望ましさは扱っていない． 

 

(2) 本研究のアプローチ 

心身機能は直接的に計量できない．そこで，それを潜

在要因として扱うとともに，その要因に影響を受ける観

測可能な変数に着目して，潜在要因を推し量る必要があ

る．その手法として一般的なのが因子分析である． 

しかし，本研究では，後述のように，観測変数の中に

二値変数が含まれており，それを通常の因子分析で扱う

ことができない．そこで，本研究では，因子分析的なア

プローチに則った離散選択モデルを用いて，心身機能の

定量化ならびに定量化された心身機能を用いて生活支援

サービスの選択を分析する． 

 

3. 分析手法 

 

(1) 分析手法の概要 

本研究では，心身機能の違いが買い物に関するサービ

ス形態の選択（以下，単に「サービスの選択」と言う）

に及ぼす影響を定量的に分析することを目的とする．そ

の際，心身機能は潜在要因であるため，それを観測変数

で測定する必要がある．そこで，全体の構造をパス図で

表した上で，それを測定方程式と構造方程式で定式化す

る．また，買い物サービスの選択については，人々の外

出を前提とするサービスと供給者が人々を訪問するサー

ビスのそれぞれのサービスのどちらの利用頻度が高いか

に着目して利用パターンをいくつかの類型に分類した上

で，人々はそれらの一つの分類を選択しているものとし

た離散選択モデルを定式化する． 

以上のように定式化された一連の方程式の尤度関数を

定式化し，その関数に含まれるパラメータをアンケート

データを用いて推計する． 

 

(2) 分析に用いたアンケートデータ 

本研究では，鳥取県日南町において平成 23年 6 月に

65 歳以上の高齢者（要介護認定者を除く）を対象に行

ったアンケートの結果を用いる． 

本研究で使用したアンケートの設問項目は以下の 1)～

4)である．なお，1)～3)の設問の回答はすべて「はい」

か「いいえ」の二択である．これらの設問の回答は，心

身機能が肯定的であることを意味する回答を 1（例えば，

「階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか」の

問いに対して「いいえ」と回答した場合を 1），そうで

ないことを意味する回答を1 という二値データとした． 

また，4)については，④～⑧の選択肢を回答した場合，

人々の外出を前提とするサービスを利用しているものと

し，⑨～⑫の選択肢を回答した場合，供給者が人々を訪

問するサービスを利用しているとする．なお，①～③の

選択肢を回答した場合，本研究で対象としている「人々

の外出を前提とするサービス」，「供給者が人々を訪問

するサービス」のいずれも選択していないため，これら

を回答したサンプルは検討の対象外として除外する．そ

の結果，本研究の有効なサンプル数は 871となった． 

 

1) 運動機能に関する設問 

・階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか． 

・イスに座った状態から何もつかまらずに立ち上がって

いますか． 

・15分位続けて歩いていますか． 

・この 1年間に転んだことがありますか． 

・杖やシルバーカーを使っていますか． 

 

2) 知的機能に関する設問 

・物忘れがあるといわれますか． 

・自分で電話番号を調べて，電話をかけることをしてい

ますか． 

・今日が何月何日かわからない時がありますか． 

 

3) 総合的な機能に関する設問 

・バスや電車や自家用車で一人で外出できますか． 

・日用品の買い物をしていますか． 

・自分で食事の用意をしていますか． 

・請求書の支払いをしていますか． 

・預貯金の出し入れをしていますか． 

 

4) 買い物サービスの選択に関する設問 

・日用品をどのようにして購入されますか．（以下の①

～⑫の選択肢からの複数回答） 

①同居の家族に買ってきてもらう． 

②別居の家族に買ってきてもらう． 

③ヘルパーに買ってきてもらう． 

④家族に乗せてもらって買い物に行く． 

⑤バスに乗って買い物に行く． 

⑥近所の人や知人の車に乗せてもらって買い物に行く． 

⑦歩いて買い物に行く． 

⑧自分が車を運転して買い物に行く． 

⑨移動販売車で購入する． 

⑩農協の食材配達を利用している． 

⑪生協の共同購入を利用している． 

⑫商店から配達してもらう． 
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図 1 心身機能の構造を仮定したパス図 

 

 

(3) 心身機能の構造 

図 1は，本研究で仮定した心身機能の構造を表すパス

図である．心身機能 Zは歩行能力のような運動機能Xと，

記憶力のような知的機能 Yの 2つの機能から構成される

とした．これらの各機能の高低が各アンケート項目への

回答に影響を与えている．なお，Xと Yは通常の因子分

析と同様に標準正規分布に従うものとする．1～14は標

準正規分布に従う誤差である．また，買い物サービスの

選択に関する設問以外の任意の訪問 jにおける個人 iの

回答の二値データを xijで表すとする．  

 

(4) 推計手法 

図 1に表された構造を推計することで，心身機能とサ

ービスの選択の関係を明らかにすることができる．しか

し，図 1に示す構造を一度に推計するにはパラメータの

数が多すぎる．すなわち，運動機能については，運動機

能から各設問の回答に関する関数として定数と係数がパ

ラメータとなり，その数は 2×5 = 10 である．同様に，

知的機能については 2×3= 6，心身機能については 2×5 

= 10 であり，これらだけで 26 個のパラメータがある．

さらに，これらに加えて，心身機能と運動機能ならびに

知的機能の関係を特定するパラメータ，心身機能と買い

物サービスの選択パターンの関係を特定するパラメータ

も必要であり，合計では 30 個以上のパラメータになる

と考えられる． 

そこで，それぞれの機能ごとに段階的に推計していく

ことが考えられる．つまり，運動機能，知的機能という

ように推計の範囲を分割できれば，運動機能では 2×5 = 

10 のパラメータを推計し，その後に 6 個のパラメータ

をもつ知的機能について推計するというアプローチをと

れば，推計するパラメータの数を抑えつつ，最終的にす

べてのパラメータを推計することができる． 

そこで以下では，このようなアプローチに基づいた推

計手法ならびに推計結果について述べる． 

 

(5) 運動機能 

運動機能に関する個人 iの尤度は次式のように定式化

できる．ただし，jは(2)の 1) に示す個々の設問を表わし

ている． 

 

 







i

ii

j

ijjij dXXXx )())((

5

1

           (1) 

 

上式を最大化することでパラメータj，jが求められ

る．パラメータが推計されると，ベイズの定理に基づき，

回答パターン (xi1, xi2, …, xi5)に対する運動機能Xiを次式の

ように推計することができる．ただし，厳密には Xiの

確定値ではなく，Xiの確率密度である．なお，P( )は( )に

示す事象が生起する確率を意味する． 

 








iiiiii

iiiii

iiii

dXXPXxxxP

XPXxxxP

xxxXP

)()|,,,(

)()|,,,(

),,,|(

521

521

521







  (2) 

  

ここに，それぞれの確率は次式で表されることに留意

を要する．なお，パラメータの添え字*は推計値である

ことを表している． 

 






5

1

**
521 ))](([)|,,,(

j

ijjijiiii XxXxxxP    (3) 

)()( ii XXP     (4) 

  

(2)式より，回答パターンに対する身体能力の期待値

iX (xi1, xi2, …, xi5)は次式のように求めるられる． 

 

iiiiiiiiii dXxxxXPXxxxX 



 ),,,|(),,,( 521521   

(5) 

 

なお，以下では表記の簡単のため，期待値の変数の引
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数（運動機能の場合は(xi1, xi2, …, xi6)）は省略する． 

 

(6) 知的機能 

知的機能に関する個人 iの尤度は次式で表わされる． 

 

 







i

ii

j

ijjij dYYYx )())((

3

1

       (6) 

 

運動機能と同様に，知的機能の期待値は次式のように

求めることができる． 

 

iiiiiii dYxxxYPYY 



 ),,|( 321   (7) 

 

(7) 心身機能 

心身機能に関する個人 iの尤度は次式で表わされる． 

 

 







i

iii

j

ijjij dZZZx )())((

5

1

             (8) 

 

ただし，心身機能は次式で与えられる．ここに，iは

標準正規分布にしたがう誤差項であり，図 1の14のこと

である． 

 

iiii YXZ  21                     (9) 

 

すると，心身機能は以下の分布にしたがう． 

 

)1,(~)( 21 iiii YXNZ                      (10) 

 

(8)各サービスの選択確率 

本研究で想定する買い物サービスの利用は，「人々の

外出を前提とするサービスの利用」，「供給者が人々を

訪問するサービスの利用」の 2つである．そこで，これ

らの利用頻度に着目した人々の買い物の選択パターンと

して以下の 5つとした． 

 

1) 人々の外出を前提とするサービスのみを利用する 

2) 人々の外出を前提とするサービスと供給者が人々を訪

問するサービスの双方を利用するが，前者の利用頻

度が高い 

3) 2)と同様の利用があるが，双方の利用頻度が同等 

4) 2)と同様の利用があるが，後者の利用頻度が高い 

5) 供給者が人々を訪問するサービスのみを利用する 

表 1 運動機能に関する推計パラメータ（括弧内は t値） 

係数 定数 

1 1.06 (9.04)
 *
 1 0.27 (4.24)

 *
 

2 2.07 (4.77)
 *
 2 1.68 (5.58)

 *
 

3 0.56 (7.25)
 *
 3 0.86 (14.60)

 *
 

4 0.46 (6.57)
 *
 4 0.76 (14.19)

 *
 

5 1.15(8.03)
 *
 5 1.25 (11.32)

 *
 

*：5%で有意，**：10%で有意，尤度比：0.26 

 

表 2 知的機能に関する推計パラメータ（括弧内は t値） 

係数 定数 

1 0.52 (2.43)
 *
 1 1.01 (9.89) 

*
 

2 0.42 (2.33)
 *
 2 1.94 (13.52)

 *
 

3 2.15 (0.58) 3 1.97 (0.71) 
*：5%で有意，**：10%で有意，尤度比：0.47 

 

表 3 心身機能に関する推計パラメータ（括弧内は t値） 

係数 定数 

1 2.43 (4.18)
 *
 1 4.71 (4.66)

 **
 

2 2.93 (3.59)
 *
 2 6.76 (3.85)

 *
 

3 0.43 (3.48)
 *
 3 1.68 (15.74)

 *
 

4 30.77 (0.00) 4 72.37 (0.00)
 *
 

5 3.35 (3.58)
 *
 5 8.02 (3.77)

 *
 

1 0.48 (5.68)
 *
 2 0.24 (2.51)

 *
 

*：5%で有意，**：10%で有意，尤度比：0.82 

 

表 4 心身機能に関する再推計パラメータ（括弧内は t値） 

係数 定数 

1 2.57 (3.29)
 *
 1 4.95 (3.69)

 **
 

2 2.65 (3.05)
 *
 2 6.16 (3.40)

 *
 

3 0.44 (3.45)
 *
 3 1.68 (15.50)

 *
 

5 3.70 (1.72)
 **

 5 8.75 (1.83)
 **

 

1 0.48 (5.56)
 *
 2 0.22 (2.33)

 *
 

*：5%で有意，**：10%で有意，尤度比：0.82 

 

表 5 パラメータの推計結果（括弧内は t値） 

係数 定数 

 0.34 (5.15)
 *
 u3 1.40 (22.55) 

*
 

u1 0.69 (14.70)
 *
 u4 1.65 (22.80)

 *
 

u2 0.81 (16.76)
 *
   

*：5%で有意，**：10%で有意 

 

これらは，番号が小さいほど，人々の外出を前提とす

るサービスの利用頻度が相対的に高いという順序関係が

ある．このため，これらの 5つから 1つを個人が選択す

る場面は，オーダードプロビットモデルで表すことがで

きる．すなわち，アンケートの回答者 nが上記の買い物

の選択パターン kを選択する場合の確率は次式のように

表すことができる．ただし，は標準正規分布の累積分

布関数であり，u0=，u5=，u1u2u3u4である． 
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4. 事例分析 

 

(1) 推計結果 

3章で定式化したモデルを推計した．その結果，表1～

5が得られた．運動機能については，t値，尤度比ともに，

良好な結果を得ている．知的機能については，設問3に

ついてのt値が低くなっているが，この設問を除いて推

計すると知的機能のパターン数とパラメータ数が同じに

なることに伴い尤度が求められないため，設問3を除外

した再推計は行わない．心身機能については，設問4のt

値が低いため，それを除いて再推計すると，表4のよう

になった．設問5に関するt値が比較的小さくなったもの

の，その他については良好であるため，以下では再推計

した値を採用する． 

 

(2) 将来における生活支援サービスのニーズ分析 

以上の推計結果を用いて，今後の地域に望まれる生活

支援サービスについて検討する．具体的には，以下の手

順で検討する．なお，①，②は③，④を検討するための

共通的な分析手法である． 

 

①個人の心身機能の計量化 

②各年齢層の心身機能の分布状況の把握 

③現在におけるサービスの選択確率の導出 

④将来におけるサービスの選択確率の導出 

 

①個人の心身機能の計量化 

(3), (4), (7)式を用いて運動機能と知的機能をまずは計量

化する．運動機能について，(xi1, xi2, …, xi5)は全部で 32通

りがある．これら 32 通りについて表 6 に示す結果が得

られる．同様に，知的機能については表 7を得る． 

心身機能の期待値は次式で求められる． 

 

iii YXZ 21                       (12) 

 

このため，表 6, 7を用いて計量化することができる． 

 

②各年齢層の心身機能の分布状況の把握 

運動機能ならびに知的機能について，日南町における

年齢別の分布は表 8, 9に示す結果となった．また，運動

機能，知的機能，心身機能の累積分布は図 2～4 に示す

ようになった． 

 

 

表 6 計量化された運動機能 

xi1 xi2 xi3 xi4 xi5 計量化された運動機能 X  

1 1 1 1 1 1.78684 

1 1 1 1 1 1.21402 

1 1 1 1 1 1.5377 

1 1 1 1 1 1.047 

1 1 1 1 1 1.49003 

1 1 1 1 1 1.01316 

1 1 1 1 1 1.2857 

1 1 1 1 1 0.85792 

1 1 1 1 1 0.8421 

1 1 1 1 1 0.44007 

1 1 1 1 1 0.6991 

1 1 1 1 1 0.25059 

1 1 1 1 1 0.66707 

1 1 1 1 1 0.20305 

1 1 1 1 1 0.5127 

1 1 1 1 1 0.02525 

1 1 1 1 1 1.19522 

1 1 1 1 1 0.82452 

1 1 1 1 1 1.04315 

1 1 1 1 1 0.68761 

1 1 1 1 1 1.01227 

1 1 1 1 1 0.65837 

1 1 1 1 1 0.87011 

1 1 1 1 1 0.5231 

1 1 1 1 1 0.50302 

1 1 1 1 1 0.023888 

1 1 1 1 1 0.34261 

1 1 1 1 1 0.304291 

1 1 1 1 1 0.30398 

1 1 1 1 1 0.388377 

1 1 1 1 1 0.1202 

1 1 1 1 1 0.791476 

※表中の「1」とは，当該の設問で肯定（健康）的

であるとの回答であることを表す．以下も同様． 

 

表 7 計量化された知的機能 

xi1 xi2 xi3 計量化された知的機能Y  

1 1 1 1.7394 

1 1 1 0.49739 

1 1 1 1.41548 

1 1 1 0.12629 

1 1 1 1.40648 

1 1 1 0.14316 

1 1 1 1.13246 

1 1 1 0.407873 

 

 

③現在におけるサービスの選択確率の導出 

国勢調査 3)によると，2005年現在における日南町の高

齢者の人口構成比は表 10のようになっている． 

この人口構成比と②で検討した心身機能の分布より，

買い物サービスの選択確率は表 11 のように求められる． 
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表 8 運動機能の年齢別分布表 

xi1 xi2 xi3 xi4 xi5 X  
人口の割合 

65～74歳 75～84歳 85歳～ 

1 1 1 1 1 1.78684 0.0001 0.0014 0.014 

1 1 1 1 1 1.21402 0.0011 0.0038 0.012 

1 1 1 1 1 1.5377 0.0003 0.0037 0.020 

1 1 1 1 1 1.047 0.0055 0.010 0.017 

1 1 1 1 1 1.49003 0.0002 0.010 0.048 

1 1 1 1 1 1.01316 0.0037 0.026 0.041 

1 1 1 1 1 1.2857 0.0010 0.026 0.072 

1 1 1 1 1 0.85792 0.018 0.070 0.061 

1 1 1 1 1 0.8421 0.0005 0.0033 0.017 

1 1 1 1 1 0.44007 0.0093 0.0091 0.014 

1 1 1 1 1 0.6991 0.0024 0.0089 0.025 

1 1 1 1 1 0.25059 0.045 0.024 0.021 

1 1 1 1 1 0.66707 0.0016 0.023 0.059 

1 1 1 1 1 0.20305 0.030 0.063 0.050 

1 1 1 1 1 0.5127 0.0078 0.062 0.089 

1 1 1 1 1 0.02525 0.147 0.168 0.075 

1 1 1 1 1 1.19522 0.0002 0.0013 0.0078 

1 1 1 1 1 0.82452 0.0030 0.0036 0.007 

1 1 1 1 1 1.04315 0.0008 0.0035 0.012 

1 1 1 1 1 0.68761 0.015 0.010 0.010 

1 1 1 1 1 1.01227 0.0005 0.0092 0.027 

1 1 1 1 1 0.65837 0.010 0.025 0.023 

1 1 1 1 1 0.87011 0.0025 0.025 0.041 

1 1 1 1 1 0.5231 0.048 0.067 0.035 

1 1 1 1 1 0.50302 0.0013 0.0032 0.010 

1 1 1 1 1 0.023888 0.025 0.0087 0.0082 

1 1 1 1 1 0.34261 0.0064 0.008 0.015 

1 1 1 1 1 0.304291 0.120 0.023 0.012 

1 1 1 1 1 0.30398 0.0042 0.022 0.034 

1 1 1 1 1 0.388377 0.080 0.060 0.029 

1 1 1 1 1 0.1202 0.021 0.059 0.051 

1 1 1 1 1 0.791476 0.390 0.160 0.043 

小計 1 1 1 

 

表 9 知的機能の年齢別分布表 

xi1 xi2 xi3 Y  
人口の割合 

65～74歳 75～84歳 85歳～ 

1 1 1 1.7394 0.0006 0.0018 0.0044 

1 1 1 0.49739 0.0036 0.0060 0.0094 

1 1 1 1.41548 0.018 0.049 0.070 

1 1 1 0.12629 0.10 0.17 0.15 

1 1 1 1.40648 0.0043 0.0062 0.014 

1 1 1 0.14316 0.025 0.021 0.031 

1 1 1 1.13246 0.12 0.17 0.23 

1 1 1 0.407873 0.72 0.58 0.49 

小計 1 1 1 
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図 2 運動機能 X の累積分布 
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図 3 知的機能Y の累積分布 
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図 4 心身機能Z の累積分布 

 

表 10 2005年現在における日南町の高齢者の人口構成比 

年齢層 割合 

65～74歳 0.46 

75～84歳 0.40 

85歳～ 0.14 

合計 1 

 

④将来におけるサービスの選択確率の導出 

人口問題研究所 4)によると，2035年における日南町の

高齢者の人口構成比は表 12のように推計されている． 

人口構成比と②の心身機能の分布より，買い物サービ

スの選択確率は表 13のように求められる． 
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表 11 2005年における買い物サービスの選択確率 

買い物サービスの 

選択パターン 

65～74

歳 

75～84

歳 

85歳

～ 
小計 

1) 人々の外出を前提と

するサービスのみを

利用する 

0.35 0.30 0.10 0.75 

2) 人々の外出を前提と

するサービスと供給

者が人々を訪問する

サービスの双方を利

用するが，前者の利

用頻度が高い 

0.016 0.015 0.006 0.036 

3) 2)と同様の利用があ

るが，双方の利用頻

度が同等 

0.056 0.053 0.021 0.13 

4) 2)と同様の利用があ

るが，後者の利用頻

度が高い 

0.013 0.013 0.005 0.032 

5) 供給者が人々を訪問

するサービスのみを

利用する 

0.021 0.022 0.009 0.051 

小計 0.46 0.40 0.14 1 

 

 

表 12 2035年における日南町の高齢者の人口構成比 

年齢層 割合 

65～74歳 0.26 

75～84歳 0.36 

85歳～ 0.38 

合計 1 

 

 

表 13 2035年における買い物サービスの選択確率 

買い物サービスの 

選択パターン 

65～74

歳 

75～84

歳 

85歳

～ 
小計 

1) 人々の外出を前提と

するサービスのみを

利用する 

0.20 0.27 0.27 0.74 

2) 人々の外出を前提と

するサービスと供給

者が人々を訪問する

サービスの双方を利

用するが，前者の利

用頻度が高い 

0.009 0.013 0.015 0.037 

3) 2)と同様の利用があ

るが，双方の利用頻

度が同等 

0.031 0.048 0.055 0.13 

4) 2)と同様の利用があ

るが，後者の利用頻

度が高い 

0.007 0.012 0.014 0.034 

5) 供給者が人々を訪問

するサービスのみを

利用する 

0.012 0.020 0.024 0.055 

小計 0.26 0.36 0.38 1 
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図 5 2005年と 2035年における買い物サービスの選択確率 
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図 6 年齢層別人口割合 

 

表 14 各サービスの利用割合（その１） 

年 

バスを選択する

割合() 

(①，②，③) 

供給者が人々を訪問

するサービスを選択

する割合() 

(④，⑤) 

2005年 9.4 8.3 

2035年 9.3 8.9 

 

表 15 各サービスの利用割合（その２） 

年 

バスを選択する

割合() 

(①，②) 

供給者が人々を訪問

するサービスを選択

する割合() 

(③，④，⑤) 

2005年 8.0 21.3 

2035年 7.9 22.3 

 

(3) 考察 

2005年と 2035年における買い物サービスの選択確率を

図 5に示す．なお，図 5の横軸に示す項目は，3章の(8)

に示した 1)～5)に対応している．この図より，2005年と

2035 年における買い物サービスの選択確率には，ほと

んど違いが見られない．一方で，年齢層別人口の割合に

は図 6に示すような違いが見られた．具体的には，2005

年に比べて 2035年では，高齢者の中でも 85歳以上の人

の占める割合が大きくなっている． 
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高齢になるほど，自家用車を運転することが困難にな

ることが想定される．そこで，人々の外出を前提とする

サービスを利用する際に移動手段としてバスを必要とす

る人に焦点を当て，その人の割合と供給者が人々を訪問

するサービスを必要とする人の割合に着目する． 

本研究で用いたアンケートでは，バスを利用する人の

割合は約 10であった．バスの主な利用者は人々の外出

を前提とするサービスを多用している①，②の人々だと

考えられる．また，③を利用している人は人々の外出を

前提とするサービスと供給者が人々を訪問するサービス

の双方を利用するが，双方の利用頻度が同等であるため，

③を利用している人がバスを利用する場合と，供給者が

人々を訪問するサービスを利用する場合の 2パターンを

想定する．つまり，①，②，③を利用している高齢者が

バスを利用する割合と④，⑤の供給者が人々を訪問する

サービスに頼って生活している高齢者の割合を想定した

場合と，①，②を利用している高齢者がバスを利用する

割合と③，④，⑤の供給者が人々を訪問するサービスに

頼って生活している高齢者の割合を想定した場合をそれ

ぞれ表 14, 15に示す． 

2005 年の割合と 2035 年の割合を比較してみると，ど

ちらの表に関しても，バスを利用する割合は減少してい

るが，供給者が人々を訪問するサービスを利用する割合

は増加していることが分かる． 

以上より，買い物サービスの選択確率については大き

な変化は見られなかったが，2005 年現在と 2035 年のバ

スを利用する割合と供給者が人々を訪問するサービスを

利用する割合を比較すると，バスを利用する割合は減少

傾向にあり，供給者が人々を訪問するサービスを利用す

る割合は増加傾向にある．このことから，高齢化が進行

する今後においては，公共交通サービスの充実よりも，

供給者が人々を訪問するサービスの充実がより求められ

ると考えられる． 

今後は，外出を前提とするサービスと供給者の訪問を

是根値とするサービスの双方をどのように組み合わせれ

ば地域全体にとっての暮らしやすさが向上するのかにつ

いて検討したい． 

 

5. おわりに 

 

本研究では，基礎的な日常生活の活動である買い物を

対象とし，それを支援するための二つのサービスの形態

を取り上げるとともに，心身機能の水準によってそれら

のサービスがどれだけ選択されるのかを定量的に分析す

る手法を構築した．その手法を鳥取県日南町において実

際に適用し，日南町の現在における生活支援サービスの

利用パターンの分布と将来における生活支援サービスの

利用パターンの分布を導出することを可能とした． 
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